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代表者名 代表取締役社長 ヴィラット クリストフ

(コード：7244、東証プライム)

問合せ先 経営企画室長 高森 正樹

(TEL.0463－96－1442)

(((((訂正訂正訂正訂正訂正・・・・・数値データ訂正数値データ訂正数値データ訂正数値データ訂正数値データ訂正)))))

「「「「「22222000002222222222年12月年12月年12月年12月年12月期期期期期 決算短信[日本基準決算短信[日本基準決算短信[日本基準決算短信[日本基準決算短信[日本基準]]]]]（（（（（連連連連連結結結結結）））））」」」」」の一部訂正についての一部訂正についての一部訂正についての一部訂正についての一部訂正について

当社は、2023年２月13日 16時45分に発表した表記開示資料について訂正がありましたのでお知らせします。ま

た、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数値データも送信します。

　

記

１．訂正の理由

2023年２月13日に発表した「2022年12月期 決算短信[日本基準]（連結）」の記載数値に誤りがあることが判明

したため、訂正を行うものです。

２．訂正の内容

次項以降に記載します。なお、訂正箇所には下線を付しています。

３．訂正箇所

添付資料サマリー情報

１．2022年12月期の連結業績（2022年1月1日～2022年12月31日）

（２）連結財政状態

（訂正前）

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

　2022年12月期 125,915 55,007 43.2 565.32

　2021年12月期 112,521 49,402 43.4 507.71

(参考) 自己資本 　2022年12月期 54,334百万円 　2021年12月期 48,799百万円

（訂正後）

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

　2022年12月期 125,915 55,007 43.2 565.32

　2021年12月期 112,521 49,523 43.5 508.97

(参考) 自己資本 　2022年12月期 54,334百万円 　2021年12月期 48,920百万円
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（２）当期の財政状態の概況

（訂正前）

当連結会計年度末における総資産は125,915百万円となり、前連結会計年度末比で13,394百万円の増加となりま

した。流動資産が15,120百万円の増加する一方で、固定資産は全体で1,726百万円の減少したことによるものであ

ります。

流動資産の増加は、現金及び預金が2,910百万円、受取手形、売掛金及び契約資産（前連結会計年度末は受取手

形及び売掛金）が8,030百万円、たな卸資産が全体で2,606百万円、それぞれ増加したことなどによるものでありま

す。

固定資産の減少は、有形固定資産が全体で3,695百万円減少したものの、持分法適用会社に対する投資簿価の増

加を主因として、投資その他の資産が全体で2,104百万円増加したことなどによるものであります。

負債は70,907百万円となり、前連結会計年度末比で7,788百万円の増加となりました。流動負債が9,194百万円増

加した一方で、固定負債が1,405百万円減少したことによるものであります。

流動負債の増加は、１年内返済予定の長期借入金が2,264百万円減少したものの、支払手形及び買掛金が7,772百

万円、短期借入金が1,100百万円、それぞれ増加したことなどによるものであります。

固定負債の減少は、リース債務が719百万円増加したものの、流動負債への振替により長期借入金が2,022百万円

減少したことなどによるものであります。

純資産は55,007百万円となり、前連結会計年度末比で5,605百万円の増加となりました。親会社株主に帰属する

当期純利益の計上が4,423百万円あることや、為替の変動を主因として、その他の包括利益累計額が全体で828百万

円増加したことなどによるものであります。

（百万円）

2021年12月期
（前連結会計年度）

2022年12月期
（当連結会計年度）

増減

資産の部

　流動資産 48,160 63,280 15,120

　固定資産

　 有形固定資産 45,352 41,656 △3,695

　 無形固定資産 995 859 △135

　 投資その他の資産 18,013 20,118 2,104

　 固定資産合計 64,360 62,634 △1,726

資産合計 112,521 125,915 13,394

負債及び純資産の部

　流動負債 49,290 58,485 9,194

　固定負債 13,827 12,421 △1,405

　負債合計 63,118 70,907 7,788

　純資産 49,402 55,007 5,605

負債純資産合計 112,521 125,915 13,394

　



（訂正後）

当連結会計年度末における総資産は125,915百万円となり、前連結会計年度末比で13,394百万円の増加となりま

した。流動資産が15,120百万円の増加する一方で、固定資産は全体で1,726百万円の減少したことによるものであ

ります。

流動資産の増加は、現金及び預金が2,910百万円、受取手形、売掛金及び契約資産（前連結会計年度末は受取手

形及び売掛金）が8,030百万円、たな卸資産が全体で2,606百万円、それぞれ増加したことなどによるものでありま

す。

固定資産の減少は、有形固定資産が全体で3,695百万円減少したものの、持分法適用会社に対する投資簿価の増

加を主因として、投資その他の資産が全体で2,104百万円増加したことなどによるものであります。

負債は70,907百万円となり、前連結会計年度末比で7,910百万円の増加となりました。流動負債が9,194百万円増

加した一方で、固定負債が1,284百万円減少したことによるものであります。

流動負債の増加は、１年内返済予定の長期借入金が2,264百万円減少したものの、支払手形及び買掛金が7,772百

万円、短期借入金が1,100百万円、それぞれ増加したことなどによるものであります。

固定負債の減少は、リース債務が719百万円増加したものの、流動負債への振替により長期借入金が2,022百万円

減少したことなどによるものであります。

純資産は55,007百万円となり、前連結会計年度末比で5,484百万円の増加となりました。親会社株主に帰属する

当期純利益の計上が4,423百万円あることや、為替の変動を主因として、その他の包括利益累計額が全体で828百万

円増加したことなどによるものであります。

（百万円）

2021年12月期
（前連結会計年度）

2022年12月期
（当連結会計年度）

増減

資産の部

　流動資産 48,160 63,280 15,120

　固定資産

　 有形固定資産 45,352 41,656 △3,695

　 無形固定資産 995 859 △135

　 投資その他の資産 18,013 20,118 2,104

　 固定資産合計 64,360 62,634 △1,726

資産合計 112,521 125,915 13,394

負債及び純資産の部

　流動負債 49,290 58,485 9,194

　固定負債 13,706 12,421 △1,284

　負債合計 62,997 70,907 7,910

　純資産 49,523 55,007 5,484

負債純資産合計 112,521 125,915 13,394
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

（訂正前）

営業活動の結果獲得した資金は13,005百万円となりました。主な増加要因は、税金等調整前当期純利益4,408百万

円、減価償却費5,684百万円、仕入債務の増加額7,217百万円等であり、主な減少要因は、売上債権及び契約資産の

増加額－百万円、たな卸資産の増加額1,015百万円百万円、持分法による投資利益1,575百万円等であります。

投資活動の結果支出した資金は5,912百万円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出5,351百

万円あること等によるものであります。

財務活動の結果減少した資金は4,404百万円となりました。主な要因は、長期借入金の返済による支出4,286百万

円百万円、配当金の支払額768百万円ある一方で、短期借入金の純増減が1,100百万円あること等によるものであり

ます。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2018年12月期 2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期

自己資本比率(%) 37.9 40.3 39.7 43.4 43.2

時価ベースの自己資本比率(%) 52.0 66.4 60.5 46.6 27.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(%)

59.0 76.5 88.4 108.1 59.8

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍）

65.8 100.3 134.1 70.1 78.7

（訂正後）

営業活動の結果獲得した資金は13,005百万円となりました。主な増加要因は、税金等調整前当期純利益4,408百万

円、減価償却費5,684百万円、仕入債務の増加額7,217百万円等であり、主な減少要因は、売上債権及び契約資産の

増加額1,584百万円、たな卸資産の増加額1,015百万円百万円、持分法による投資利益1,575百万円等であります。

投資活動の結果支出した資金は5,912百万円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出5,351百

万円あること等によるものであります。

財務活動の結果減少した資金は4,404百万円となりました。主な要因は、長期借入金の返済による支出4,286百万

円百万円、配当金の支払額768百万円ある一方で、短期借入金の純増減が1,100百万円あること等によるものであり

ます。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2018年12月期 2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期

自己資本比率(%) 37.9 40.3 39.7 43.5 43.2

時価ベースの自己資本比率(%) 52.0 66.4 60.5 46.6 27.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(%)

59.0 76.5 88.4 108.1 59.8

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍）

65.8 100.3 134.1 70.1 78.7
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

（訂正前）

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,373 1,121

長期貸付金 1,270 1,128

関係会社出資金 9,291 10,624

退職給付に係る資産 543 303

繰延税金資産 4,486 5,569

その他 1,056 1,374

貸倒引当金 △7 △3

投資その他の資産合計 18,013 20,118

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

固定負債

長期借入金 2,942 920

リース債務 2,173 2,892

繰延税金負債 148 153

退職給付に係る負債 8,341 8,182

資産除去債務 95 172

環境対策引当金 93 23

その他 33 76

固定負債合計 13,827 12,421

負債合計 63,118 70,907

純資産の部

株主資本

資本金 8,986 8,986

資本剰余金 2,505 2,505

利益剰余金 39,952 44,660

自己株式 △54 △55

株主資本合計 51,389 56,096

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 80 91

為替換算調整勘定 △1,277 41

退職給付に係る調整累計額 △1,393 △1,895

その他の包括利益累計額合計 △2,590 △1,762

非支配株主持分 603 673

純資産合計 49,402 55,007

負債純資産合計 112,521 125,915

　



（訂正後）

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,373 2,268

長期貸付金 1,270 1,128

関係会社出資金 9,291 9,477

退職給付に係る資産 543 303

繰延税金資産 4,486 5,569

その他 1,056 1,374

貸倒引当金 △7 △3

投資その他の資産合計 18,013 20,118

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

固定負債

長期借入金 2,942 920

リース債務 2,173 2,892

繰延税金負債 148 153

退職給付に係る負債 8,220 8,182

資産除去債務 95 172

環境対策引当金 93 23

その他 33 76

固定負債合計 13,706 12,421

負債合計 62,997 70,907

純資産の部

株主資本

資本金 8,986 8,986

資本剰余金 2,505 2,505

利益剰余金 40,073 44,660

自己株式 △54 △55

株主資本合計 51,511 56,096

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 80 91

為替換算調整勘定 △1,277 41

退職給付に係る調整累計額 △1,393 △1,895

その他の包括利益累計額合計 △2,590 △1,762

非支配株主持分 603 673

純資産合計 49,523 55,007

負債純資産合計 112,521 125,915
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３．連結財務諸表及び主な注記

（２）連結損益計算書

（訂正前）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
　至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 125,510 135,451

売上原価 100,740 112,031

売上総利益 24,770 23,420

販売費及び一般管理費 19,207 19,482

営業利益 5,562 3,937

（訂正後）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
　至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 125,510 135,451

売上原価 100,740 112,253

売上総利益 24,770 23,198

販売費及び一般管理費 19,207 19,260

営業利益 5,562 3,937
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３．連結財務諸表及び主な注記

（３）連結株主資本等変動計算書

（訂正前）

　前連結会計年度(自 2021年１月１日 至 2021年12月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,986 2,505 36,692 △45 48,138

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,983 3,983

剰余金の配当 △576 △576

自己株式の取得 △8 △8

連結範囲の変動 △147 △147

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 3,259 △8 3,251

当期末残高 8,986 2,505 39,952 △54 51,389

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 70 △3,052 △1,597 △4,578 984 44,544

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,983

剰余金の配当 △576

自己株式の取得 △8

連結範囲の変動 △147

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

9 1,774 204 1,988 △381 1,606

当期変動額合計 9 1,774 204 1,988 △381 4,858

当期末残高 80 △1,277 △1,393 △2,590 603 49,402

　



（訂正後）

　前連結会計年度(自 2021年１月１日 至 2021年12月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,986 2,505 36,692 △45 48,138

会計方針の変更によ

る累積的影響額
121 121

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,983 3,983

剰余金の配当 △576 △576

自己株式の取得 △8 △8

連結範囲の変動 △147 △147

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 3,259 △8 3,251

当期末残高 8,986 2,505 40,073 △54 51,511

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 70 △3,052 △1,597 △4,578 984 44,544

会計方針の変更によ

る累積的影響額
121

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,983

剰余金の配当 △576

自己株式の取得 △8

連結範囲の変動 △147

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

9 1,774 204 1,988 △381 1,606

当期変動額合計 9 1,774 204 1,988 △381 4,858

当期末残高 80 △1,277 △1,393 △2,590 603 49,523
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３．連結財務諸表及び主な注記

（３）連結株主資本等変動計算書

（訂正前）

　当連結会計年度(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,986 2,505 39,952 △54 51,389

会計方針の変更によ

る累積的影響額
1,053 1,053

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,423 4,423

剰余金の配当 △768 △768

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 3,654 △1 3,653

当期末残高 8,986 2,505 44,660 △55 56,096

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 80 △1,277 △1,393 △2,590 603 49,402

会計方針の変更によ

る累積的影響額
1,053

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,423

剰余金の配当 △768

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

11 1,318 △502 828 70 898

当期変動額合計 11 1,318 △502 828 70 4,551

当期末残高 91 41 △1,895 △1,762 673 55,007

　



（訂正後）

　当連結会計年度(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,986 2,505 40,073 △54 51,511

会計方針の変更によ

る累積的影響額
932 932

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,423 4,423

剰余金の配当 △768 △768

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 3,654 △1 3,653

当期末残高 8,986 2,505 44,660 △55 56,096

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 80 △1,277 △1,393 △2,590 603 49,523

会計方針の変更によ

る累積的影響額
932

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,423

剰余金の配当 △768

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

11 1,318 △502 828 70 898

当期変動額合計 11 1,318 △502 828 70 4,551

当期末残高 91 41 △1,895 △1,762 673 55,007
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

(会計方針の変更)

（訂正前）

（IFRICアジェンダ決定「給付の勤務期間への帰属（IAS第19号)」)

2021年５月に公表されたIFRS解釈指針委員会（IFRIC）によるアジェンダ決定「給付の勤務期間への帰属（IAS第19

号に関連）」を踏まえ2022年４月に公表された、インドネシア財務会計基準審議会（DSAK-IAI）のプレスリリース

「給付の勤務期間への帰属」により、同国における退職給付債務の認識方法が明確化されたことに伴い、従来は従業

員の勤務期間に応じて退職給付債務を認識しておりましたが、当連結会計年度より退職給付債務の負担が発生する期

間に応じて認識する方法を適用しております。

　当該変更適用開始の累積的影響を、利益剰余金の期首残高の修正として認識した結果、利益剰余金の当期首残高が

121百万円増加しております。また、当連結会計期間末の固定負債の退職給付に係る負債が189百万円減少しておりま

す。なお、当連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（訂正後）

（IFRICアジェンダ決定「給付の勤務期間への帰属（IAS第19号)」)

国際会計基準を適用している一部の在外の連結子会社は、2021年５月に公表されたIFRS解釈指針委員会（IFRIC）に

よるアジェンダ決定「給付の勤務期間への帰属（IAS第19号に関連）」を踏まえ、退職給付債務の認識方法が明確化さ

れたことに伴い、従来は従業員の勤務期間に応じて退職給付債務を認識しておりましたが、当連結会計年度より退職

給付債務の負担が発生する期間に応じて認識する方法を適用しております。

　当該変更適用開始の累積的影響を、利益剰余金の前期首残高の修正として認識した結果、利益剰余金の前期首残高

が121百万円増加しております。なお、当連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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(セグメント情報等）

【セグメント情報】

５．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（訂正前）

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2021年１月１日
　至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

１株当たり純資産額 507円71銭 565円32銭

１株当たり当期純利益金額 41円44銭 46円02銭

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（訂正後）

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2021年１月１日
　至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

１株当たり純資産額 508円97銭 565円32銭

１株当たり当期純利益金額 41円44銭 46円02銭

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

以 上

　


